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Abstract； Load　matiching 　systems 　are　intemet−bascd　ones．　with 　which 　carriers 　and 　shippers 　coordinate 　supply ・demand 　for　trucks

and 　loads，　Load　matching 　data　which 　we 　used 　in　matiching 　loads　to 【rucks 　are 　circulatated 　and 　exchanged 　en 　the血temet．　Those

systems 　are　genera1　recent 　yerars，　and 　are　introduced　into　tmck 　cooperative 　associations 　formed　by皿 edi   l　and 　small 　carriets．Nev−

emheless ，　those　systems 　do　not 　function　as 　expected ．　In　this　paper．　on 　the　bases　of 　current 　staEes　of　truck　cooperative 　associations ，

we 　focused　on 　data　and 　infQrmation　circulated 　on 　those　systcms ．We 　confi 　nmed 　lhut 　assvciates 　need 　lo　operate 　internet　directly　with

intent　to　circulate 　load　matiching 　data，　and 　they　have　to　forward 　mata −information　sharing 　by　face　to　face　communications ．

Key　yvords：　Truck　cooperative　associati 。n，　Load 　matiching 　system ，　Load　matiching 　data，　Meta−inforrnation

1． は じめに

　物流 とは経営資源 である モ ノ （物 ， 財貨）の 流

れ で あ り，商流 と並ん で 企業 で 営 まれ る流通活動

で あ る．物流 は企 業 （製造業 ・卸 売業 ・小 売業）

間で の 貨物 （原材料や 製品）の 運送 ・包装 ・荷役

を行 う企業 を主 体 と した企業物流 と，宅配便，引

越 とい っ た消費者が主体 となる 消費者物流に 区分

される （國領 ，
2003）．

　企業物流の うち ， 企業 が 自己の 取 り扱 う貨物

（原材料や製品）の 物流を，自ら の 施設や労働力

を使 っ て行う形態 を自社物流 と呼ぶ ．こ れ に対 し，

営業物流 は，企 業が取 り扱 う物流 の 全部ま た は …

部を，物流事業者 に委託 して 行う形態で ある （鈴

木 ， 2003），物流業者 には，運送業者，倉庫業者，

などがあ り， その 82 ％ が トラ ッ ク運送業者で あ る

（武城，2003）．

　 トラ ッ ク 運送業者は 2000年現 在で は 55，427社

存在 して い る （木村 ，
2002）．しか し，その 90％

以上 は中小零細企 業で ある．資本金 1億 円以 上 の

大手業者は 同業零細業者を下請 け化 し低 コ ス ト輸

送 を行 う
一

方で
， トラ ッ ク タ ーミナル の 充実，情

報 ネ ッ トワ
ー

ク の 活用 等有利な条件で 貨物集荷を

行 う寡 占を強め て お り，大企業 と 中小 企業で の 企

業の格差が大 きい 業種で もある （武城，2003 ；柴

田 ，
2000）．

　 トラ ッ ク輸送で は，積載率 ・稼働率を高め ，輸

送効率を向上 させ る こ とが コ ス トの 削減に つ なが

る ．こ うし た輸送効率の 向上 の 方策 と し て
， 貨物

と車両 との 需給調整を行 う求貨 求車の 仕組み が従

来か ら活用 され て きた ．情報 シ ス テ ム の 活用 に よ

り，求貨求車の 中で も帰荷斡旋が 1990年代 よ り
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行 わ れ る よ うに な っ た．一
般的に トラ ッ ク輸送で

は，貨物 を輸送 した帰りの 便は空 載で ある こ とが

多く， 積載率 はあまり高 くなかっ た （寺 田 ，
1997）．

そこ で ，帰荷 時の 積載率 を高め る ため に ，求貨 を

行 っ た．そ の よ うなこ とを背景に，帰荷時の 積載

率の 向上 が求貨求車に関する研究と実務の 目的 の

中心的テ
ー

マ とな っ た．

　北澤 （1991）は全 日本 トラ ッ ク協会及 び 日本貨

物運 送協同組 合連合会 （日貨協連）の 構築 した帰

荷斡旋 シ ス テ ム
1）

に つ い て組合間の 需給調整の 難

しさ を述べ て い る ．だが
，

こ れ は現行法の 区域間

を自由に運送で きる 形態 とは異なる ，営業許可区

域 間運送形 態 で の シ ス テ ム で ある ．また
， 寺 田

（1997）は某大手運送会社 が構築 した求貨求車 シ

ス テ ム に つ い て述 べ て い るが ，大規模情報シス テ

ム の 構築 を前提 と した もの で ある ．

　2000年代 にな ると，イ ン タ
ー

ネ ッ トの 発 達 によ

る 求貨求車 シ ス テ ム の 導入 コ ス トの 低下 ， ネ ッ ト

ワーク に よ る流通情報の 増大の効果へ の 期待か ら
，

求貨 求車 シ ス テ ム の 構 築が 活発 に な っ た ，梶 田

（2001）は，e ビジネス と して 自社 で 求貨求車 の 仕

組み を構築する場合，自社 で の 求車対象 となる貨

物の 保有，対象貨物 の 限定，90 ％ 以上 の 求貨と求

車の マ ッ チ ン グな どを成功要因 として挙 げて い る．

　 こ の よ うな自社 で 求貨求車の 仕組み を有 する ト

ラ ッ ク運送業者は資本金 が多い 企 業に 限られ て い

る．大多数の 中小 トラ ッ ク運送業者 は他社 の 求貨

求車 ネ ッ トワ
ー

クに属する か ， トラ ッ ク事業協 同

組合の ネ ッ トワ
ー

ク に属するかで あるが ，後者 の

ケ
ー

ス が多 い ．中小 トラ ッ ク運送業者に と っ て ，

事業協同組 合で用 い られ て い る求貨求車シ ス テ ム

は
，

イ ン ターネ ッ トベ ース で行われ る もの で あり，

利用 コ ス トの 安 さ，参加企 業の 多さとい う点で 中

小 トラ ッ ク運送業者 に貢献 しうる シ ス テ ム で ある

が
， 今ま で そ の シ ス テ ム に つ い て

， 組合 レ ベ ル で

の 利用 の 実態や利用促進 の 検討は 明らか に され て

い なか っ た ．しか も，組合加入 企業か ら 「トラ ッ

ク事業協同組合 にお ける求貨求車情報ネ ッ トワ
ー

クシ ス テ ム が あま り機能 し て い な い 」 と い う指摘

も寄せ られ て い る ．

　そ こ で ，本研究で は トラ ッ ク事業協同組合で 行

なわ れ て い る経済事業の特徴 を示 した上 で
， 求貨

求車型 トラ ッ ク事業協 同組合 に焦点を当て ， そ こ

で 運用 され て い る 求貨求車シ ス テ ム の 現状 と課題

を検討する もの である．

2． トラ ッ ク運送業者 に よる事業協同組合

2．1　 トラ ッ ク事業協同組合 と事業の類型化

　協同組合 とは資本主義体制の 下で経済的に弱 い

立場 に ある小規模生産者や消費者が 自発 的な参加

や協 同なら び に扶助 に よ っ て
， 自らの経済的地位

や生活の 向上を図る もの で ある とされ，そ こ で は

組合員 （会員企業）独 自の 裁量 も認 め られて い る

（佐 々 木，1994）．事業協同組合 とは相互扶助の 精

神に 基 づ き つ つ ，組合員 に必 要な経済事業 を行

い ，規模の 経済性 と経営の 合理化 を 目指す もの で

あ る （百瀬 ，
2000 ；森本 ，

1994＞．

　中小 トラ ッ ク 運送業者一社単位 の経営 で は燃料

など の 資材購入の 負担，荷量の増減へ の 対応が問

題 と な っ て い る，こ うした経緯か ら，日本では 中

小運送事業者同士が 県 レ ベ ル ，市町村 レ ベ ル で ，

中小 トラ ッ ク運 送業者に よる事業協同組合で ある

トラ ッ ク事業協同組合を結成 して い る ．1996年 3

月現在，わが 国で は運送業 ・倉庫業に よ る事業協

同組 合は 2
，957組合存在 して い る （兼子 ， 1997）．

　従来 は
，

ス ケー
ル メ リ ッ トを目的 と した燃料 の

購入 ， 高速道路料金 の 代納 ， そ の他車両 に関わ る

資材 を組合全体で購 入する な どの 共同購入事業 を

通 じた相互扶助 の 面が 強 か っ た．こ こ で は，共 同

購入事業 の 他 に
， 積載率 ・稼働率 と い っ た輸送効

率の 向上 を 目的 とする共同経済事業 を下記の よ う

に業務内容の 視点か ら 3 つ に 分類す る．こ れらは

近年奨励 され て い る 中小企 業共同流通業務効率化

促進 法 （中小 物流法 ）
2〕

及び 物流効 率化推 進事

業
3）

の 支援を受けた事業を踏まえた もの で あ る ．

  共 同受注事業

　組合で 共通の 貨物を受注 し，こ の 貨物 を組合員

に分配する もの で ある．貨物量を確保す る こ とに

よ っ て
， トラ ッ ク の輸 送効率を高め よ うとする の
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を目的 として い る事業で ある．

  共同輸送事業

　 トラ ッ クの 積載率 ・稼働率の 向上，あ る い は ト

ラ ッ ク の 輸送時間 ・距離の 短縮 とい っ た ，輸送効

率を上 げるべ く，組合で共同輸送 を行な う事業で

ある ．中 ・長距離輸送で は トラ ッ クの 他 に鉄道 コ

ン テ ナ に よ る輸送を行なう場合 もある．

  求貨求車事業 （荷物取扱事業）

　貨物過剰な企業ある い は適合車両がな い 企業の

情報 と
， 貨物不足の 企 業の 情報をマ ッ チ ン グさせ，

組合 員同士で ， 荷量 の 需給調整 を行な うこ と を目

的 とした事業で ある ．こ の 事業で 用 い る情報ネ ッ

トワ
ー

ク シス テ ム に よ り， 自組合 の み な らず，他

組合 の 情報 も流通 させ て い る．

2．2　 トラ ッ ク事業協 同組合の類型化 とその特徴

　 日本 に お ける トラ ッ ク事業協 同組合 は
，
2，1で

述 べ た よ うに共同購 入事業 をベ ー
ス に ， 共同受注

事業，共同輸送事業 ， 求貨求車事業の 組み合わ せ

とな る．各事業 の 特徴 を整理す る と以下 の ように

なる ．

　共 同受注型 の 事業協同組合は，あた か も 1企 業

で あるかの ご と く，共同受注を行な い
， 各企 業に

分配する もの で ある，貨物を確保する こ とに よ っ

て，輸送効率を高め
， 安定性 を 目標とする事業で

ある．運営面で は
， 組合員 に貨物を分配するため ，

集配 ・仕分 を行 う物流拠 点が必要で ，厳格な管理

が求め られ る．よ っ て
， 個別企 業の 自由度は極端

に少 な い ．

　共同輸送型の 事業協同組合で は ， そ れぞれの 企

業が 持 っ て い る ，貨物， トラ ッ ク，輸送ル ー トを

統合 し， トータ ル の 輸送 コ ス トの 削減 を目的 とし ，

拠点間を共同輸送する ． こ の 事業 は貨物量そ の も

の を増やす もの で はな く， ある
一

時点で の 貨物の

集配 を前提 としてお り， その 貨物の 集配 ・仕分を

行 う物流拠点とい うイン フ ラが必要で ある （圓川，

1995）．また，共同輸 送は車両 を集約す る こ とな

の で
， 組合員間で の 車両 の 調整や共通の車両 に積

載す るため の 貨物の 調整 を行わなければならない ．

よ っ て
， 運営 に お い て 各種調整が必要 とな る ．
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　情報 ネ ッ トワ ーク シ ス テ ム を活用 した 求貨求車

型事業協同組合は，個 々 の 企業 の 貨物 ，車両の 処

理能力をフ ル に活かす こ とを 目指す．あ くま で も

需給調整 を行 うもの で ，調整が つ かな けれ ば輸送

効率の 向上 と貨物量 の 確保 は で きな い た め ，求

貨 ・求車の マ ッ チ ン グ を高め る こ とが 前提条件 と

なる．また ，共同輸送型，共同受注型は実施の た

め の イン フ ラ の 整備 に コ ス トがか か る の に対 し て
，

求貨求車事業の 場合 ，情報 シ ス テ ム の 導入で 実現

で きるため 費用的負担 は少な い ．同時に ， 求貨求

車事業は取引相手と自社の 関係の み で 成立 し，他

組合員 を考慮する 必要は ない ．

　したが っ て
， 実施 コ ス トの面 ， 事業の 運営にお

ける組合員間の 調整の 面で 求貨求車型の 事業協同

組合が 最 も実施 しやす い 形態 と言える．また ，
こ

の事業協同組合 に お ける事業 の 成否 は求貨求車情

報 ネ ッ トワ
ー

ク シ ス テ ム の 活用 に よる求貨求車情

報の マ ッ チ ン グ率が向上 される か否 に よる。以上

をまとめ た もの が表 1で あ る．

3． 求貨求車シス テム の 類型化

3．1　求貨求車の定義

　求貨とは運送業者が 自社 の 空 い て い る トラ ッ ク

に貨物を求める こ とであ り，求車 とは，荷主及び

運送業者が遊休状態の トラ ッ クを求め る こ とで あ

る ．こ の マ ッ チ ン グを図る の が ，求貨求車 シ ス テ

ム で ある （図 1）．

　具体的な用途 と して
， 自社で 受注 した貨物を下

請けに出す傭車，帰荷斡旋 ， 自社車両で は
， 荷主

（製造業 ・卸売業・小売業）か ら要請さ れ た貨物を

車両の 性能上運 べ な い 場合 もし くは到着区域 の車

両規制上 運べ な い 場合 に車両を要請する適合車両

検索，繁忙期 ・閑散期の 季節調整 とい うもの が挙

げられ る．

　求貨 ・求車の 共通事項 とな る 日時 （発送 日，到

着 日），輸送 方面 （発 着地）， 求貨 の 場合 は車両

（種類 ，大 きさ）， 求車 の 場合 は 貨物 （種類 ，
重

さ，大 きさ），備考 （貨物 の 扱 い 方 ， 希望車 両な

ど） を登録 し，これ ら の 条件で マ ッ チ ン グがな さ

れ る と成約 とな る．こ の 求貨求車で の マ ッ チ ン グ
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表 1　 トラ ッ ク事業協同組合の類型化とその特徴

共同受注型 共同輸送型 求貨求車型

共同購入事業 実 施

共同受注事業　　　　主事業　　　　　　実施せず

共同輸送事業　受注した貨物を分　　　主事業
　 　　　 配する形で実施す

　 　 　 　 る

求貨求車事業

職

代表的

事例

実施
コ ス ト

運営の

柔軟性

輸送効率の

保証

安定した

貨物罩の確保

補助的に実施　　　補助的に実施

実施せず

実施せず

主事業

共同受注 した貨物 中
・
長距離の 区間 求貨求車情報を積

を，組合員に分配 輸送を大型トラッ 極的に利川して，ト

し．ル ート，貨物も　ク，鉄道コ ン テナ ラッ クの積載率・稼
完全に割り振る　　などで積み合わせ輸 働率を高める

　　 　　 　　送する

北関東21事業協同 SAKEWEB など　KIT，　JL連合会
紐合

物流撰点設置
・
運営 物流拠点設置・運営 システム導人・運用

コ ス ト　　 　 　 コス ト

少ない

できる

で きる

少ない

できる

で きない

費，求貨求車ネッ ト

ワ
ーク利用料

　 　友きい

で きない

できない

帰荷斡旋、季節調 整

■一幽一一一一一一一一輛一一一一■一＿一一
傭車

運
送

業 帰荷斡旋、季節調 整
運

荷
主

者 送
業

■一一一呷一一一一一一一 者 一一響
傭車、適合車両検索、 傭車

季節調整

→ ；求貨 の 要請　　ぐ 一… ；求車の 要請

　 　　 　　 図 1　 求貨求車の 概念

条件 となる情報 を求貨求車情報 と定義する．

3．2　日本 にお ける求貨求車シ ス テ ム

　日本で は 2000年頃よ り， イン ターネ ッ トヒで こ

の 事業が展 開されて い る ．主な運営母体 は運送 業

者 ， 求貨求車 シス テ ム 運営専門業者，トラ ッ ク事

業協同組合 の 全国 統括組織 で あ り
，

加入 企業 は月

額 の 利用料金 を支 払 うこ と で参加する こ とが で き

る．

　求貨求車情報の マ ッ チ ン グは
， 組み合わせが膨

大なため
， 情報 シ ス テ ム に よ る 自動マ ッ チ ン グは

難 し く， 現時点で は人的 マ ッ チ ン グが ほ とん どで

ある ．

　運 送業者に よ る 求貨求車 シ ス テ ム は 自社 ならび

にそ の 協力会社の 配 送拠点 ・倉庫 間の 幹線ル ート

上 における積載率 の 向上が 目的で あ り， 貨物の 種

類 もあらか じめ 限定 され て い る こ とが多い ．求貨

求車情報は運送会社の オペ レ ーシ ョ ン セ ン タ
ー

で

一
元管理さ れ

，
マ ッ チ ン グ をオペ レー

タが行 う
一

括管理方式に な っ て い る．

　例えば
， 食品会社 の 物流子会社 で あるキ ュ

ーソ

ー流通 シ ス テ ム が 運営する QTIsは，日本全 国の

物流 拠点を結ん で い る．参画企業 は，照会が行 わ

れ
一・

定の 基 準 を満た す もの に 限定 さ れ る ．また ，

セ ン コ ーが 運営す る SeLECT は 関東 中京 圏輸送

ネ ッ トワ ーク 上 で
， 各支店 ・管轄物流拠点 と会員

運送業間で や り取 りを実施 し，500kg 〜4t単位

の貨物 を対象 と して い る．

　専門業者は求貨求車シ ス テ ム 運 営を経営事業 と

する民 間 の 企業体である．オ
ー

プ ン にする こ とで
，

多 くの 参加を募 り， 求貨求車情報 を流通 させ よ う

と し て い る．そ の 代表的 な もの が 野 ＠Box （トラ

ボ ッ ク ス ）で ある ．平成 ll年 に始動 した物流ネ ッ

トワ ークサ イ トで あ り，単独運営形態とな っ て い

る．企業の 参加 は オ
ープ ン とし，HP 上 の 入力フ

ォ
ーム に所定 の 情報 を入力す る こ とで 加入 する こ

とが で きる．た だ し，求貨求車情報の マ ッ チ ン グ

と成約手続 きは，運営会社が
一

切 関与せず ， 会員

同士 で 行 う．平成 14年 11 月現在 で
， 参加企業は

14，650社 ， 月 5，000以上 の 求貨求車情報が扱 われ

て い る ．各種会 合や研修会 も積極的に行われ て い

る ．また，複数業者見積 り機能な ど の 各種 サ
ービ

ス も充実 させ て い る．

　トラ ッ ク事業協同組合 に よる求貨求車 シ ス テ ム
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表 2　求貨求車 シス テム の 分類

運営 運送業
　　　　　　　トラ ッ ク
専門業者
　　　　　　事業協同組合

代表例　
・QTIS（運営：

・b ＠Box トラ　
・KIT

　　　　 キュ
ー

ソ
ー
流　 ボ ッ クス ）　　 ・JI、連合会

　　　　 通シ ス テ ム ）

　　　　・SeLEGT （運

　　　　 営 ：セ ンコ
ー

）

特徴　　自社便内の 輸送 求貨求車サ イ ト　トラ ッ ク事業協

　　　 効率の 向上 を 目 を開放 し，多 く 同組合間の 求貨

　　　 的 とし，　 求貨 の 企業の 参加 を 求車情報の 交換

　　　 求 車情 報 を流 通 募り情報流 通 を を行う

　　　 させ る　　　　 行う

利用　　各運営業者独自 完全に オープ ン 組合加入料金を

条件　　の 審査基準に よ で ，基 本的 に 自 払い ，各組合に

　　　 る加入 認可制で 由に 参加で きる　加入 する こ とが

　　　 ある　　　　　　　　　　　 条件 となる

マ ッ チ 運 営運 送会社 の 当事者同士 　　 JL 連合会 （当

ン グ の 担当者　　　　　　　　　　　事者同士 ）

当事者　　　　　　　　　　　　　　　　KIT （基 本的 に

　　　　　　　　　　　　　　　　　組合事務局）

※各種公表 デ
ータ よ り作成

（詳細 は次節 で述 べ る ）に お い て は ， トラ ッ ク 事

業協同組合 の 全国統括組織が 各事業組合 の 情報ネ

ッ トワ
ー

ク等の 管理お よび調整を行 っ て い る．こ

の シ ス テ ム の 利用 に際 して は
， 各 トラ ッ ク事業協

同組合 の 参加 が前提 となる．以上 を まとめ る と，

表 2の ように な る．

4． トラ ッ ク事業協同組合 にお け る求貨求

　　車情報シス テム 利用企業の現況

4．1　 トラ ッ ク事業協同組合で用 い られて い る求貨

　　 求車シス テ ム

　3．2で 述 べ た よ うに，求貨求車型事業協 同組合

は
， 全国の 各 トラ ッ ク事業協 同組合間を情報ネ ッ

トワーク で結 び，運営 ・統括を トラ ッ ク事業協 同

組合の 統括組織が行っ て い る （図 2）．

　 こ うした 求貨求車 シ ス テ ム に は JL 連合 会 と

KIT がある （表 3）．
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図 2　求貨求車型事業協同 組合 の 統括組織

表 3JL 連合 会 と KIT の 概 要

JL連合会 KIT

運営

参加

組合数

特徴

決済

換交報情

切P　な会

合会

日本ローカル ネッ トシス テム　日本貨物運送協同組合

協同組合連合会〔JL連合会〕 連合会 （日貨協連）

　　　121組合　　　　　　　　130組合

※平 成 15年 5月現在　　　 ※平成 15年度

　　　　　イ ン タ
ー

ネッ トを介 し，

　　　　 求貨求車情報の 流通 を行 う

　　　　　 組 合を通 じて行われ る

各地区 レベ ル で の 会合 各種会合が行われてい る

が活発 に実施されて い る　が，さほど活発でな い

　　　　　　　　　　（1回あたりの 平均参加

　　　　　　　　　　人数は20人一一　CO人程 度）

※ ヒ ア リ ン グ よ り作成

　平成 16年度 の KIT
，
　 JL 連 合会の 求貨求車の 取

扱実績 によ る と，求車の 登録が 求貨 よ りも多 くな

っ て い た。そ の 原 因の
一

つ と し て
，

．
首
’
都圏 1都 3

県に お ける デ ィ
ーゼ ル 車規制

O
を満たす車両の 求

車が急増 した こ と が挙げら れ る ．こ の こ とか ら
，

今 日の トラ ッ ク事業協同組合 にお ける 求貨求車 シ

ス テ ム は
， 従来か ら多 く扱われ て い る帰荷斡旋 と

適合車両検索が 主 な用途とな っ て い る と言 える ．

◆ JL 連合会

　平成元 年 に設立，平成 2 年 よ りPC に よる情報

交換，平成 11年に HP を開設 とい う経緯で ある ．

求貨求車情報の 入 力は，各組合員が行 い
， 情報の
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確認，商談，成約は各組合員 同士 の 直接的なや り

取 りで 行 う，自律分散型の シ ス テ ム である．決済

は各 トラ ッ ク事業協同組合を通 じて行われ るため
，

運賃回収の リス ク は 少な い ．また，各担当者が
一

堂 に 会する情報交換会も活発で あ り， 情報交換が

積極的に行われ て い る．

◆ KIT （Kyodo　lnformation　of　Tlransp。rt）

　各組 合 は トラ ッ ク事業協同組合の 全国統括組織

で ある 日貨協連 を通 じ て 電話 と FAX に よ り各組

合 問の 貨物 ・車 両の 帰荷斡旋 を行っ て い た （北

澤 ，
1991）が 平成 3 年に専用端末 に よ る情報 ネ ッ

トワーク シ ス テ ム 化，平成 16年の 2月に イ ン タ ー

ネ ッ トを活用 した求貨求車 シ ス テ ム に移行 した，

こ の イ ン タ
ーネ ッ ト化 に よ り， 数十万 円単位 だ っ

た専用端末の 設置 コ ス トが著 しく低下 し，端 末数

は 平成 16年度に お い て前年比 121 ％ の 増加 とな っ

た．成約数は平成 4 年度 394件 に対 し，平成 16年

2
，
478件で あるが ， 成約率は 20〜40％ の範囲に あ

る ．国内輸送貨物量の 減少に対 して
， 成約数 を維

持 して い る点で シ ス テ ム は機 能 して い る と言 える．

また，平成 15年度か ら求車登録 が 求貨登録 を逆

転 した （関，2005）．

　KIT で もイ ン ターネ ッ ト化 に伴 っ て組合 員が個

別直接情報入力 ・検索が容易 に で きる仕組み とな

っ たが ，い まだ間接入力方式が
一

般 的 で ある ．さ

ら に
， 各種会合 も行われ て い るが

， 組合員の 参加

はあま り活発では な い ．

4．2　求貨求車型 トラ ッ ク事業協同組合の 事例

　 トラ ッ ク事業協同組合が 20以 上存在す る某県

で は
，
KIT に参画 して い る の は 2組合 ，

　JL 連合会

に参画 して い る の は 2組合 ある 、こ の うち，KIT

に加盟 して い る A トラ ッ ク事業協 同組合 （以 降 A

組合 とする〉を事例 と して取 り上 げる．A 組合 は，

47 企 業で 構成 され ，共 同購入 事業 （燃料 ，高速

料金
，

オ イ ル ）， 金融融 資，保険事業，求貨求車

事業を扱 う．こ の組合は KIT を利用 して
， 下記の

や り取 りを組合事務局主導 で ，組合員 と行 っ て い

る （図 3）．

  各会員が求貨求車情報 を A 組合事務局 に，電

　 話か FAX で 送 る ．求貨の ほ とん どが ，県外

　 か ら帰荷 を求める情報であ る．求車情報は適

　合車両検索情報が主で あるが
， 当該企 業 の 繁

　忙期の 傭車情報 も流 通 する．

  その 問い 合わせ に対 し
，
A 組合事務局が KIT

　 の イ ン タ
ー

ネ ッ トシ ス テ ム に接続 し，全 国 の

　組合の 求貨求車情報 か ら該当情報を探す．

  該当す る情報が あ っ た場合，そ の 情報を組合

　員に 電話か FAX で返答す る．

  商談 は当事者間で 行 う．

  決済 は各組合 を通 じ て 行われ る ．なお ，A 組

　合にお い て は，手数料 と して運賃の 4％ を成

　約後，貨物を運 ぶ 業者が支払 うこ とに なっ て

　 い る．

　　　　　
　　　　　

磁癰蘿
i喇 驪 ．FAXでの やりとり 鱒

・
インタ

ー
ネッ トでの やtJとり …癇 談強 済の流れ i

図 3　A 組合での 求貨求車の 手続き

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　Ser ▽



Japan Society for Information and Management

NII-Electronic Library Service

Japan 　Sooiety 　for 　工nformation 　and 　Management

　すなわち ，
A 組合で は事務局 が組合員の 求貨求

車情報の 検索，マ ッ チ ン グ業務 をイ ン タ
ーネ ッ ト

上 で代行 して い る ．し か も
， 事務局 と組合員 の や

り取 り，お よび企業同士の 商談は従来通 り電 話や

FAX で行われ て い る．組合事務局の業務 の うち情

報流通の 手段が 新た にイ ン タ
ーネ ッ トに変化 した

程度で ある ．

　求貨求車情報 はあ くまで も所属組合員か らの 直

接の 問 い 合わせ 情報 に 委ね て い る の で ， イン タ ー

ネ ッ ト化 した もの の
， 求貨求車情報 の 増大は期待

以上 に多くなか っ た ．

　現行の シ ス テ ム に つ い て ， 求貨情報が特 に少 な

い とい う意見が ，組合員 よ り寄せ られ て い る．イ

ン タ ーネ ッ トを活用 して い る の に もかかわ らず ，

各会員が情報 を直接的 に流通 させ る 方式 となっ て

い ない ため で ある．一
方で，電 話で の や り取 りを

希望する とい う意見が 出て い る．それ は
， 従来の

電話で の や り方こ そが双方向性 を有す る方式だ と

考えて い るか らで ある．

　複数の 求貨求車型事業協 同組合 に加入 して い る

会員 に よる と，JL 連合会は組合員主導 で ，情報

の検索 を直接行 うと同時に，情報入力 も直接行 っ

て い る ため情報量 も多 くな っ て い る．情報交換会

は
， 各地区で 年数回行わ れ，各組合員同士 で 繁忙

期 ・閑散期 ， 保有車両 ，得意 と して い る取扱貨

物，主要な輸送方面 などの ，情報の 交換が積極的

に行 われ て い る．こ れ らの 情報 は
， 求貨求車情報

の マ ッ チ ン グ を高め る ため の基礎情報で 事前 に把

握する と大 きな効果を もた らす．こ の 基 礎情報は

求貨求車情報の メ タ情報 に該当 し， 運送基 盤情報

と呼ぶ こ とが で きる （表 4）．

　 また
， 運送基 盤情報は業務革新に つ なが る基礎

情報 と して 用い る こ と も可能である．例 えば
，

主

要輸送方面 を把握する こ とに よる幹線輸送化 の 検

討や，繁忙期 ・閑散期の 把握 に よる事前の 車両調

整や ，保有車両 の 把握 によ る 特定業者の 共同受注

事業 ・共同輸送事業へ の 展開などで ある．

　 KIT の 場合，全国的 な情報交換会 は行わ れ て い

る もの の
， 参加人数は少 ない よ うで ある ．また，

地域 レ ベ ル で の 情報交換会 も不 定期 に開催 され て
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表 4　運送基盤情報

内　容 説　　明

繁忙期 ・閑散期

保有車両

（台数，種類）

得意として い る

取 り扱 い 貨物

主要輸送方面

年間 の 荷量変動 を 把握す る こ とで ，
需給調整の 精度を高 め る

求貨求車 に お け る車 両 情報 の メ タ 情

報に
．
該当す る

求貨求車 に おけ る貨物情報の メ タ情

報 に 該当す る

求貨求車 に お け る輸 送 方面情報 の メ

タ情報 に該当す る

表 5　事例調査 に よ る JL 連合会 と KIT の 比 較

JL 連合会 KIT

主導　　　　 組合貝

長所　　 く 直接入力方式 〉

　　　・求貨求車情報 が 直接

　　 　 入力可能 で あ る

　　　・求貨求車情報 も多い

　　 　・運 送基盤情 報 の 交換

　　 　 会が 積極的で あ る

短所　・求貨求車情報 を検索

　　　・
把握す る た め の 時間，

　 　　 人 員を要す る

　 各組合事務局

〈 間接入力方式 〉

・
組 合事務局 が 組合

員 の 求貨 求車 ネ ッ

　ト ワ
ー

ク 処 理 を代

行 す る

・事務局 ， 組合員 間

の や りとりは電話，

FAX で 行 わ れ る

・求貨求車情報 が さ

ほ ど多 くない

・運 送基 盤情報 の 交

換が あ ま りな さ れ

て い ない

い る． しか も， 出席者の ほ とん どが配車担当者で

はな く経営者で ある ため，形式的な もの にす ぎず ，

情報交換 の 場 と して 十分 に機能 して い な い ．A 組

合事務局 も，事務局主導で こ うした場 を形式的 に

与 え て い る にす ぎず，各会員の 運送基盤 情報を把

握 しきれ て い な い ．ヒ ア リ ン グの 結果 よ り判明 し

た
，
JL 連合会 と KIT の 比 較は表 5 になる ．

　こ の こ とか ら
， 現状に お い て は，単 にイン ター

ネ ッ トに よる求貨求車情報流 通 の仕組み を作 り出

すだけ で は な く， 人的交流の 場を提供 し，運送基

盤 庸報の 共有 を実現す る ことが重要で ある こ とが

明 らか にな っ た．よ っ て
， トラ ッ ク事業協同組合
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が 運営する 求貨求車 シ ス テ ム の 要件は次の よ うに

なる ．

  人的交流 の 場 にお い て
， 各組合員 の 運送 基盤

　情報の 共有を促進す る こ と

  イ ン タ
ー

ネ ッ トを通 じて ，求貨求車情報を直

　 接流通させ て い る こ と

5． トラ ッ ク事業協 同組合 に お ける 求 貨求

　　車シス テ ム の 今後の発展 性

　 本研究で は，求貨求車情報は直接入力が望 ま し

い こ とを示 して い る が
，

こ の 仕組み は検索 に時間

と人員 を要する．そ こ で
， 検索 を容易 にす る仕組

み を用意する 必要がある ．運送業者が 運営 して い

る求貨求車 シ ス テ ム と は 異 な り， トラ ッ ク事業協

同組合で は
， 対象 と して い る貨物 ・車両，輸送方

面 は多岐 に渡 っ て い る．そ の ため ，運送基盤情報

と求貨求車情報 を有機的 に結合 し活用す る こ とが

求め られ る．運送基 盤情報で ある貨物 ・車両 の 種

類や方面に 関す る情報を活用 した 求貨求車情報 の

検索が 可能 となれ ば，マ ッ チ ン グ時 にお け る組 み

合わせ 数を減 らす こ とが で き，同時に マ ッ チ ン グ

の精度 も高め られる ．

　 さらに は
，

こ の 有機的活用に よ っ て よ り高度 な

配車計画を実現 する こ と もで きよ う．例 えば，繁

忙期 ・閑散期 に相 当する車両過剰 ・不足情報をあ

らか じめ 求貨求車 シ ス テ ム に登 録す る こ と で
，

中 ・長 期で の 需給調整時の マ ッ チ ン グ の精度を高

め る こ と も可能 となる ，

　また，求貨求車 の 用途が傭車，帰荷斡旋 ， 適合

車両検索 ， 季節調整 とな っ て い るが
， トラ ッ ク事

業協 同組合 の 求貨求車 シ ス テ ム は こ れ ら の 用 途 を

区別せず に扱 っ て い る．したが っ て
， 用途別 求貨

求車情報 の 検索が容易 に行なえる ような機能を付

加する こ とも有効で あろ う．

6． お わ りに

　今回は
， 求貨求車型 トラ ッ ク事業協同組合を取

り上 げ ， 求貨求車 シ ス テ ム の 要件 を明 らか に した．

求貨求車 シ ス テ ム の 目的 は
一

定の 貨物量 の 確保 と

需給調整 で あ り， 求貨求車情報の 直接流通 と運送

基 盤情報 の共有促進 の 必要がある ．こ れ を踏 まえ，

求貨求車情報 と運 送基 盤情報の有機 的結合 ・活用

を通 じた， トラ ッ ク事業協同組合 に お ける求貨求

車 シ ス テ ム の発展 の 方向性の検討を行な っ た ．

　運送基盤情報 の 共有促進は現 在，人 的ネ ッ トワ

ー
クで

一
定の成果 を収め て い る．だが

，
イ ン タ ー

ネ ッ トの 有効活用 とい う視点 と トラ ッ ク事業協同

組 合 の特性 を考慮 し，人的ネ ッ トワーク に加 えて，

イ ン ターネ ッ ト上 で の 運 送基盤 情報の 共有化 を図

っ て い く必要が あ る． こ の 共有促進 を実現 す る要

因を検討する こ とが今後の課題 とな ろ う．

1）

2）

）3

）4

注

KIT の 前 身 とな る シ ス テ ム で ある．

中小 企 業流 通 業務効率化促進法 〔中小 物流 法）と

は
， 中小 企業が 共同で 行う物流効率化 の 取り組み

を支援す る た め に制定 さ れ た 法律 で ある．情報技

術 を用 い て物 流 共同化 を行 お う とす る事業協同組

合 を対象 に ，

一
定 の 助成金の 交付 ま た は 貸付を行

な うもの に な っ て い る，こ の 法律 に よ り，事業組

合 に よ る 共同物流化を推進 し よ うとす る もの とな

っ て い る．な お，「流通業務 の 総合化及 び効率化 の

促進 に関する法律」 （新法）へ の 統合 に伴 い ，平成

17年 10月 1 日 に ，廃 止 され た ．

物流 の 効率 化 を推 進 す る た め
， 意欲 あ る 中小 企業

者等 に よ っ て 構 成 され る組 合 及 び任意 団 体等が 物

流 機能 の 強化 を図 っ て い くた め に 行 う 「調査研

究
・基 本計画策定事業」，「事業計画 ・シ ス テ ム 設

計事業」及 び 「実験 的事業運営事業」 に要する経

費 の
一

部 を補助す る 「物流効率化推進事業」 を 中

小企業庁が 実施 して い る，
’1ノ成 15年 10月 1 囗 よ り，粒子状物 質 に 関 す る排

出規制を満 た さ な い デ ィ
ーゼ ル 車 の 東京都，神 奈

川県，埼玉県，千葉県の 乗 り入 れ は 禁止 さ れ て い

る （東亰都環境局，2003）．これ は，自動車 の 登録

地 を 問 わ ず，上 記 1都 3県 に荷 を 運 ぶ 自動車すべ

て に 適 用 され る ．
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